
R5.3.31現在

No 事業名 事業概要
実施計画額
（千円）

担当課

1 窓口サービス向上事業

　新型コロナウイルス感染症防止のため職員
との接触機会を減少させることを目的とし、
会計窓口へ非接触型レジを導入することによ
り市民が安心できる窓口サービスを提供する
もの。

21,896

赤堀支所庶務課
あずま支所庶務課

境支所庶務課
市民税課
市民課

2 ごみ収集指定袋価格高騰対策事業
　新型コロナウィルス感染症の感染拡大の影
響によるごみ収集指定袋の市場価格の高騰を
抑え、市民の負担軽減を図るもの。

10,672 資源循環課

3 スポーツ活動支援事業

　一般財団法人伊勢崎市スポーツ協会が新型
コロナウイルスの感染拡大防止の為に購入す
るサーモグラフィーカメラ及び大型ミスト噴
霧器に対して補助を行い、市民が安心安全に
スポーツに携われる環境づくりを創出すると
ともに、スポーツ活動の活性化を図るもの。

1,727 スポーツ振興課

4 保育施設等給食安定提供事業

　コロナ禍における食材費高騰により、質・
量ともに落とすことなく賄えるよう、また、
保護者が負担している食材費に高騰価格分を
転嫁することのないよう、保育施設等に対し
高騰価格分を補助金として交付することで、
子どもの栄養バランス維持や保護者支援を図
るもの。

27,903 こども保育課

5
コロナ対策認定店支援チケット発行
事業

　購入額にプレミアム分を上乗せした新型コ
ロナウイルス感染症の感染拡大防止に取り組
む店舗で使える市独自のチケットを発行し、
感染症対策に取り組む店舗を支援するととも
に、地域経済の活性化と市民生活の支援を図
るもの。

1,132,010 商工労働課

6 雇用対策事業

　市内の中小企業における新型コロナウイル
ス感染症の影響による失業の予防と雇用の安
定を目的とし、雇用調整助成金の支給決定を
受けた中小企業を支援するもの。

5,001 商工労働課

7 小規模事業者サポート補助金事業

　市内で事業を営む者の業務改善や生産性向
上による経営強化を支援し、コロナ禍におけ
る地域経済の活性化を図るため、小規模事業
者に対して対象となる経費の一部を補助する
もの。

36,000 商工労働課

8 原油価格・物価高騰事業者支援事業

　新型コロナウイルス感染症及び原油価格や
物価高騰の影響で売上高または粗利益が減少
した市内事業者に対し、経営支援を行うも
の。

532,880 商工労働課
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9
Ｍａｄｅ　ｉｎ　いせさきコロナ対
応製品等購入に係る事業者支援事業

　市内の施設や事業者等に対し、市内の生産
拠点で生産された製品又は市内販売事業者が
販売する製品のうち、市が新型コロナウイル
ス感染症の拡大防止及び安定的な事業継続に
資すると認めた製品の購入費とその設置工事
費を補助するもの。

151,584 企業誘致課

10 文化芸術活動発表等支援事業

　新型コロナウイルスの影響により、市内文
化施設等での発表会や展示会等の開催を自粛
していた文化芸術団体に対し、コロナ対策を
講じた事業の開催に助成をすることにより、
文化芸術活動の再開や継続の支援をするも
の。

10,000 文化観光課

11 施設園芸燃油高騰対策助成金事業

　新型コロナウイルス感染症や燃油価格高騰
の影響を受けている、本市に在住又は主たる
事業所を置く施設園芸の農業者に対し、経営
維持や継続の支援を行うため助成金を交付す
るもの。

5,145 農政課

12 肥料高騰対策助成金事業

　新型コロナウイルス感染症や肥料価格高騰
の影響を受けている農業者に対し、経営維持
や継続の支援を行うため助成金を交付するも
の。

22,500 農政課

13 飼料高騰対策助成金事業

　新型コロナウイルス感染症や飼料価格高騰
の影響を受けている畜産業者に対し、経営維
持や継続の支援を行うため助成金を交付する
もの。

20,572 農政課

14 学校給食安定提供事業

　コロナ禍において食材費が高騰する中、今
後も様々な食材価格の高騰が持続する場合
は、現状の給食費の範囲では食材費を賄うこ
とが困難になることから、保護者の負担を増
やすことなく、学校給食を安定的に提供する
ため、高騰する食材費の増額分に交付金を充
当するもの。

46,713 健康給食課

15 子育て世帯応援給付金給付事業

　コロナ禍におけるエネルギー・食料品等の
価格高騰に直面する子育て世帯に対し、児童
１人当たり１万円の給付金を支給すること
で、生活の支援を図るもの。

373,005 子育て支援課

16 高齢者応援チケット発行事業

　コロナ禍における生活必需品等の価格高騰
により影響を受けている７０歳以上の高齢者
に対し、市内の商店等で利用できる商品券１
万円を交付することで、生活の支援及び市内
経済の活性化を図るもの。

501,600 高齢政策課

合計 2,899,208


